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 氏 名 加 古 一 夫 TEL  (０３) ５４２７ － ５１２３ 
決算取締役会開催日 平成１４年 ５月１６日   
米国会計基準採用の有無 無   

 

１．１４年３月期の連結業績（平成１３年４月１日 ～ 平成１４年３月３１日） 

 (1) 連結経営成績                                              (注) 百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
14年３月期 ４２７，４８７ ０．３ １５，６３１ △４３．３  １１，０８９ △５５．６ 
13年３月期 ４２６，１７３ １３．９ ２７，５６４ ０．９ ２４，９７９ １７．０ 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

   百万円  ％  円   銭   円   銭 ％ ％ ％ 
14年３月期 ４５９ △９５．１ ０ ７７ ――――― ０．５ ２．０ ２．６ 
13年３月期 ９，３９２ ５６．０ １５ ６２ ――――― １０．３ ４．７ ５．９ 

（注）①持分法投資損益   14年３月期 919百万円 13年３月期 1,781百万円 
②期中平均株式数（連結） 14年３月期 598,929,647株 13年３月期 601,157,082株 
③会計処理の方法の変更 無 
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

 (2) 連結財政状態  

 総    資    産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

              百万円              百万円                  ％          円 銭 
14年３月期 ５７２，１４５ ９０，５５７ １５．８ １５１ ７６ 
13年３月期 ５３４，６０４ ９１，１９５ １７．１ １５１ ７０ 

（注）期末発行済株式数（連結） 14年３月期 596,701,035株  13年３月期 601,158,258株 
 

 (3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
14年３月期 ３９，３９３ △  １０，３６０ △  ２１，０５９ ２５，８８１ 
13年３月期 ３２，４１６ △  １９，４２３ △  １３，４３２ １７，５３４ 

 
 (4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数          ９０社 持分法適用非連結子会社数      ０社 持分法適用関連会社数   ３０社 
 
 (5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結  (新規)    １５社 (除外)      ６社 持分法  (新規)         ０社 (除外)              ６社 
 

２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日 ～ 平成１５年３月３１日） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中間期 ２２５，０００ ９，０００ ２，０００ 

通  期 ４７０，０００ ２５，０００ ９，０００ 

 (参考)  １株当たり予想当期純利益(通期)  １５円０８銭 
 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在に入手可能な情報に基づいております。従いまして今後の国内外の経済情

勢や予測不可能な要素等により、実際の業績は現在予測している数値と大幅に異なる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の6ページを御参照下さい。 
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１．企 業 集 団 の 状 況  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(注) １．平成13 年５月31 日付で、東ソー・エレクトロニクス㈱は、解散いたしました。 

   ２．平成13 年７月１日付で、東洋港運㈱は東ソー物流㈱に社名変更いたしました。 

   ３．従来、持分法適用関連会社であったオルガノ㈱は連結子会社となりました。 

 
 

機能商品 

製品の販売委託  
東 ソ ー 日 向 ㈱

基礎原料 

東 北 東 ソ ー 化 学 ㈱
製品の販売委託  

石油化学 

  得  意  先 

サービス 

東 ソ ー 物 流 ㈱

東 ソ ー 機 工 ㈱

ﾄ ｰ ｿ ｰ ･ ﾍ ﾗ ｽ A . I . C .

P.T.ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ･ﾄｰﾖｰ･ﾎﾟﾘﾏｰ

連結子会社 

持分法適用会社 

東 邦 ア セ チ レ ン ㈱
製品の販売  

ﾄ ｰ ｿ ｰ ･ ﾎ ﾟ ﾘ ﾋ ﾞ ﾝ C o .           

日 ケ ミ 商 事 ㈱

ﾎｰﾗﾝﾄﾞ･ｽｳｨｰﾄﾅｰ Cｏ.V.O.F.

東ソー㈱       

ﾄ ｰ ｿ ｰ ･ ｱ ﾒ ﾘ ｶ ,  I n c .

北 越 化 成 ㈱
原 材 料 の 供 給  

大 洋 塩 ビ ㈱
原材料の供給  

プ ラ ス ･ テ ク ㈱
原材料の供給  

ロ ン シ ー ル 工 業 ㈱
原材料の供給  

東ｿｰ･ｽﾍﾟｼｬﾘﾃｨﾏﾃﾘｱﾙ ㈱製品の販売委託  

製品の販売委託  
東ソー ･エスジーエム㈱

原材料の供給  

製品の販売委託  
東 ソ ー ･ ク ォ ー ツ ㈱

原材料の供給  

オ ル ガ ノ ㈱
原材料の供給  

東ソー ･ファインケム㈱
原材料の供給  

原材料の供給  
日本ポリウレタン工業㈱

原材料の供給  

保 土 谷 化 学 工 業 ㈱
原材料の供給  

原材料の供給  

ﾄ ｰ ｿ ｰ ･ ｸ ｫ ｰ ﾂ ,  I n c .

ﾕ ｰ ﾛ ･ ｼ ﾞ ｪ ﾈ ﾃ ｨ ｸ ｽ N . V .
製品の販売  

石

油

化

学

 
 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

ﾄ ｰ ｿ ｰ ･ S M D ,  I n c .
製品の販売  

製品の販売  

投資  
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２．経 営 方 針  

 

 

 

（１）経営の基本方針及び対処すべき課題 

 

欧米化学企業のダイナミックな再編・統合による業種の絞り込みや規模の拡大、アジアへの資本進出、

これに対応するアジア資本の台頭によって、日本の化学企業は厳しい国際競争にさらされております。

このような中で、当社グループは、中長期的視野に立って以下の目標を掲げることにより、安定した高

収益をあげうる企業体質を構築し、真の国際競争力を有する企業となることを目指しております。 

 ①石油化学事業やクロルアルカリ事業といったベーシックケミカルで、規模・競争力において強固な基盤を確立 

すること。 

②スペシャリティ事業では、技術力を持ち、世界或いはアジアでトップレベルの製品群を構築すること。 

具体的には、クロルアルカリ事業において、ビニル・チェーンをより強固なものとするため、塩化ビニル樹脂の

製造・販売会社であるフィリピン・レジンズ・インダストリーズ，Ｉｎｃ．の株式を追加取得しました。 

スペシャリティ事業においては、オルガノ株式会社の株式を追加取得し、昨年９月より連結子会社としました他、

ポリウレタン原料の製造・販売会社である日本ポリウレタン工業株式会社の株式についても１０月に追加取得しま

した。１１月には、有機フッ素化合物の製造・販売会社であるエフテック株式会社を完全子会社化しました。また、

富山工場における事業の見直しを行い、一部の事業については撤退、その他の事業については分社しコスト競争力

を高めました。今後も引き続き有機・無機の基盤技術をベースに高付加価値製品の育成・強化に努めてまいります。 

加えて、連結経営重視の観点から、グループの総合力を強化し、効率化を推進するため、経営管理体制の見直し

を行うとともに、経営目標を設定し継続的な業績改善に努める所存であります。 

また、地球環境問題に対しましては、最少の資源を最大限に活用することによる省エネ・省資源を推進するとと

もに、製造プロセス及び運転管理の改善による排出物・廃棄物低減を達成することにより、環境保全に取り組んで

まいります。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

 

利益配分につきましては、安定配当の継続的な実施を株主各位に対する重要な責務と認識しております。 

内部留保金については、財務体質の強化及び今後の事業展開・効率化の投資等に活用し、長期的な企業価値の向

上に役立てていく所存であります。 

 

（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

 
 株式投資単位の引下げは、株式市場への個人投資家層の参加を促し、株式の流動性を高めるために有効な施策の

ひとつと認識しております。 
  しかしながら、当社の現状の株価水準、株主数、株式の流動性、投資単位引下げにかかる多額な費用などを勘案い

たしますと、直ちに実施すべき状況にはないと考えております。 

  今後も株式市場の動向や業績等を考慮し、株主重視の立場で慎重に検討してまいる所存でおります。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
 

 

（１）経営成績 

 

① 当期の業績全般の概況 

 

 当期のわが国経済は、これまで景気の牽引役であったＩＴ関連需要が大幅に落ち込むなか、設備投資の抑制、

雇用・所得情勢の悪化による個人消費の冷え込み等、景気は依然低調なまま推移いたしました。また海外におき

ましても、昨年９月の米国での同時テロ事件以降、世界経済は大きく収縮し、厳しい輸出環境となりました。 

 化学業界におきましても、国内外の景気低迷による需要の減少に加えて、汎用化学品の国際市況が軟化するな

ど、石油化学事業を中心に、収益面では非常に厳しい事業環境となりました。 

 このような情勢の下で、当社グループは販売数量の確保と製品価格の維持・是正に努めるとともに、事業基盤

の強化、経営の合理化に鋭意取り組んでまいりました。 

 この結果、当期の売上高は４，２７４億８７百万円と前期に比べ１３億１３百万円の増収となりましたものの、経

常利益は１１０億８９百万円と前期に比べ１３８億９０百万円の減益となりました。また、退職給付会計の適用に伴

い発生した退職給付債務に対する積立不足の費用処理額４２億３０百万円及び有価証券等の評価損４２億４６百万円

を特別損失に計上しましたため、当期純利益につきましても４億５９百万円と前期に比べ８９億３２百万円の減益と

なりました。 

 

 

 

 当期のセグメント別の概況は次のとおりです。 

 

石 油 化 学 事 業 

 

 オレフィン製品は、エチレン、プロピレン等の出荷は堅調に推移しましたが、キュメン、スチレンモノマーは

出荷が減少し、海外市況も軟化しました。国内販売価格については、原燃料価格の下落により軟化しました。 

 ポリエチレンは、フィルム分野向け需要の落ち込み及び輸入品の増加により出荷は大幅に減少し、また市況に

ついては原燃料価格の高止まりにもかかわらず、価格是正ができませんでした。クロロプレンゴムは需要低迷に

より出荷は低調に推移しました。 

 

 この結果、売上高は前期に比べ１１５億４７百万円（８．６％）減少し１，２３０億１百万円となり、営業利

益も前期に比べ２０億４０百万円（２８．８％）減少し５０億４４百万円となりました。 

 

 

基 礎 原 料 事 業 

 

 苛性ソーダは国内出荷が低調に推移し、塩化ビニルモノマーは国内出荷の低迷を輸出で補いきれず、出荷は減

少しました。市況については、苛性ソーダは高値で推移しましたが、塩化ビニルモノマーは大幅に下落しました。

塩化ビニル樹脂は国内では景気の減速とともに出荷が低迷した他、販売価格も下落しました。また、海外におい

ても市況の下落を受けて輸出が減少しました。 

 セメントは、公共投資・民間需要ともに低迷し、出荷は低調に推移しました。 
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 この結果、売上高は前期に比べ１７３億８３百万円（１１．７％）減少し１，３０８億１９百万円となり、営

業利益も前期に比べ８０億４４百万円（１１２．７％）減少し９億８百万円の営業損失となりました。 

 

 

機 能 商 品 事 業 

 

 難燃剤、有機中間体は出荷が低調に推移しましたが、エチレンアミンは国内外ともに出荷が大幅に増加し、円

安により輸出手取額も増加しました。 

 計測・診断商品は、出荷が国内外ともに堅調に推移したことに加え、円安により輸出手取額も増加しました。 

 スパッタリングターゲットはＩＴ関連需要の低迷により出荷が大幅に減少し、電解二酸化マンガンは米国景気

の減速により国内及びアジア向けの出荷が減少しました。セラミックスはＩＴ関連需要の落ち込みにより国内出

荷は減少しましたが、輸出は好調に推移しました。 

 石英ガラスは、半導体需要低迷の影響により出荷は低調に推移しました。 

 なお、今期よりオルガノ株式会社及び同社の子会社並びにエフテック株式会社が連結子会社となりました。 

 

 この結果、売上高は前期に比べ３６６億１０百万円（３７．７％）増加し１，３３６億６５百万円となりまし

たものの、営業利益は前期に比べ１１億１５百万円（１０．７％）減少し９３億３９百万円となりました。 

 

サ ー ビ ス 事 業 

 

 建設及び物流関連子会社の業績が落ち込んだ結果、売上高は前期に比べ６３億６５百万円（１３．７％）減少

し４００億１百万円となり、営業利益も前期に比べ７億３３百万円（２５．４％）減少し２１億５５百万円とな

りました。 

 

 

 

 当期の所在地別の概況は次のとおりです。 

 

 国内は、景気の減速や海外市況の下落により塩化ビニル樹脂・塩化ビニルモノマーの出荷が減少し、またＩＴ

関連産業の需要が大幅に落ち込んだことによりスパッタリングターゲット、石英ガラス、セラミックスなどの機

能商品の出荷が減少しました。一方、オルガノ株式会社及び同社の子会社並びにエフテック株式会社が連結子会

社となりました。 

 この結果、売上高は前期に比べ４０億５８百万円（１．１％）減少し３，８０７億７百万円となり、営業利益

も前期に比べ１０７億２３百万円（４３．３％）減少し１４０億５８百万円となりました。 

 

 海外は、国内同様にトーソー・アメリカ，Ｉｎｃ．傘下の北米地区子会社におけるスパッタリングターゲット、

石英ガラスなどの出荷が不調でありましたが、円安により売上高が増加しました他に計測・診断商品の出荷が好

調でありました。 

 この結果、売上高は前期に比べ５３億７２百万円（１３．０％）増加し４６７億７９百万円となりましたが、

営業利益は前期に比べ１２億１０百万円（４３．５％）減少し１５億７２百万円となりました。 
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② 次期の見通し 

 

 今後の見通しにつきましては、景気は上向きの兆しは見えているものの、内需主導による自律的回復は期待し

がたく、景気の停滞感を払拭するにはまだ時間がかかるものと予想されます。 

 化学業界におきましても、原燃料価格上昇の不安やデフレによる製品価格の低迷、輸入品との価格競争の激化

など、引き続き厳しい経営環境下での収益確保を余儀なくされております。 

 当社グループといたしましては、激化する国際競争のなかで安定した収益をあげ、真の国際競争力を有する企

業となるべく、既存事業の規模・競争力における強固な基盤の確立と新たな事業の構築、事業構造改革の諸施策

の推進などによって、東ソーグループとしての収益性を高めるとともに、安定配当に努めてまいります。 

 

 次期の業績につきましては、売上高は４，７００億円、経常利益は２５０億円、当期純利益は９０億円を予想

しております。 

 また、年間配当金は、期末に１株につき５円の配当とさせていただく予定であります。 

 

 なお、業績予想の前提条件については、国産ナフサ価格を２２，０００円／ＫＬ、為替レートを１３０円／ＵＳ

＄としております。 

 

 

（２）財政状態 

 

 当期は、営業活動によるキャッシュ・フローを原資として有利子負債の返済等を実行しましたが、期末における

現金及び現金同等物は、前期末より８３億４７百万円（４７．６％）増加し、２５８億８１百万円となりました。 

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は３９３億９３百万円となり、税金等調整前当期純利益が減少したものの、運転資

金の減少により、前期に比べ６９億７６百万円（２１．５％）増加しました。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、能力増強や合理化工事などを行ったものの、オルガノ株式会社の株式の追加取

得に伴うオルガノグループの連結加入により得られた資金がありましたことから、１０３億６０百万円となり前期

に比べ９０億６２百万円（４６．７％）減少しました。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は２１０億５９百万円となり、有利子負債の返済を進めたため、前期に比べ７６億

２７百万円（５６．８％）増加しました。 

 

 フリー・キャッシュ・フローは前期に比べ１６０億３９百万円（１２３．４％）増加し、２９０億３２百万円と

なりました。 
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 ４．連 結 財 務 諸 表 等 

 

（１）連 結 損 益 計 算 書  

  （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

(H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31) 
増 減 

                      期   別 

 

 科   目 金     額 百分比 金     額 百分比 金      額 増減率 

  ％  ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高          427,487 100.0 426,173 100.0  1,313 0.3 

Ⅱ 売 上 原 価          336,265 78.7 327,295 76.8  8,970 2.7 

売 上 総 利 益 91,221 21.3 98,878 23.2 △ 7,656 △7.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           75,590 17.7 71,313 16.7  4,276 6.0 

営 業 利 益 15,631  3.7 27,564  6.5 △ 11,933  △43.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益                 

受 取 利 息 196  242  △ 45  

受 取 配 当 金 243  668  △ 424  

為 替 差 益  1,141  1,310  △ 168  

持分法による投資利益 919  1,781  △ 862  

そ の 他 2,082  2,808  △ 725  

計 4,583 1.1 6,810 1.6 △ 2,227 △32.7 

Ⅴ 営 業 外 費 用                 

支 払 利 息 6,725  7,480  △ 754  

そ の 他 2,399  1,915   483  

計 9,125 2.1 9,395 2.2 △ 270 △2.9 

経 常 利 益 11,089 2.6 24,979 5.9 △ 13,890 △55.6 

Ⅵ 特 別 利 益                 

土 地 等 売 却 益 80  829  △ 749  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 -  3,252  △ 3,252  

退 職 給 付 信 託 設 定 益 -  2,688  △ 2,688  

退職給付過去勤務債務戻入益 2,027  -   2,027  

そ の 他 262  463  △ 200  

計 2,370 0.6 7,234 1.7 △ 4,863 △67.2 

Ⅶ 特 別 損 失                 

有 価 証 券 等 評 価 損 4,246  1,214   3,031 

設 備 休 廃 止 損 752  1,520  △ 768 

関 係 会 社 投 資 損 -  1,266  △ 1,266 

退職給付会計変更時差異費用処理額 4,230  11,155  △ 6,925 

事 業 整 理 損 722  162   560 

そ の 他 673  693  △ 20 

計 10,625 2.5 16,012 3.8 △ 5,387 △33.6 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,834 0.7 16,201 3.8 △ 13,366  △82.5 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 4,478 1.0 8,635 2.0 △ 4,156 △48.1 

法 人 税 等 調 整 額 △  2,115  △0.5 △  1,878  △0.4 △ 237  12.6 

少 数 株 主 利 益 12 0.0 51 0.0 △ 39 △76.5 

当 期 純 利 益 459 0.1 9,392 2.2 △ 8,932 △95.1 
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（２）連 結 貸 借 対 照 表 

 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

( H 1 4 . 3 . 3 1 現在 ) ( H 1 3 . 3 . 3 1 現在) 
増 減 

                          期    別 

 

 科    目 金     額 構成比 金     額 構成比 金      額 増減率 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％   ％ 

        

Ⅰ 流 動 資 産          235,918  41.2 205,379  38.4  30,539  14.9 

現 金 及 び 預 金 25,568  17,587   7,980  

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 121,944  117,667   4,277  

有 価 証 券 1,229  1,122   106  

棚 卸 資 産 69,116  57,517   11,598  

繰 延 税 金 資 産 5,184  3,198   1,986  

そ の 他 13,460  8,838   4,621  

貸 倒 引 当 金 △    585  △    553  △ 32  

        

Ⅱ 固 定 資 産          336,226 58.8 329,225 61.6  7,001 2.1 

 １．有 形 固 定 資 産          259,151 45.3 247,362 46.3  11,788 4.8 

建 物 及 び 構 築 物 70,567  64,488   6,079  

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 100,465  105,104  △ 4,639  

工 具 、 器 具 及 び 備 品 6,325  5,987   337  

土 地 77,272  67,315   9,956  

建 設 仮 勘 定 4,519  4,465   54  

 ２．無 形 固 定 資 産          9,293 1.6 7,669 1.4  1,623 21.2 

 ３．投 資 そ の 他 の 資 産          67,782 11.9 74,193 13.9 △ 6,411 △8.6 

投 資 有 価 証 券 42,675  51,713  △ 9,038  

長 期 貸 付 金 1,375  1,811  △ 435  

長 期 前 払 費 用 2,300  2,415  △ 114  

繰 延 税 金 資 産 13,951  9,718   4,232  

そ の 他 7,644  8,676  △ 1,031  

貸 倒 引 当 金 △    165  △    142  △ 23  

        

資 産 合 計 572,145 100.0 534,604 100.0  37,541 7.0 
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 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

( H 1 4 . 3 . 3 1 現在 ) ( H 1 3 . 3 . 3 1 現在 ) 
増 減 

                          期    別 

 

 科    目 金     額 構成比 金     額 構成比 金      額 増減率 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％   ％ 

        

Ⅰ 流 動 負 債          253,626 44.3 259,244 48.5 △ 5,617 △2.2 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 59,049  53,394   5,654  

短 期 借 入 金 150,557  163,738  △ 13,181  

一 年 以 内 償 還 社 債 5,000  8,000  △ 3,000  

未 払 法 人 税 等 1,105  5,427  △ 4,322  

繰 延 税 金 負 債 172  176  △ 3  

賞 与 引 当 金 5,032  4,396   635  

そ の 他 の 引 当 金 2,897  209   2,688  

そ の 他 29,810  23,900   5,910  

        

Ⅱ 固 定 負 債          207,441 36.3 178,894 33.4  28,547 16.0 

社 債 27,000  25,000   2,000  

転 換 社 債 9,916  -   9,916  

長 期 借 入 金 139,646  129,034   10,611  

繰 延 税 金 負 債 1,081  1,075   6  

退 職 給 付 引 当 金 27,932  20,949   6,983  

そ の 他 の 引 当 金 525  1,630  △ 1,105  

そ の 他 1,340  1,204   135  

        

負 債 合 計 461,068 80.6 438,138 81.9  22,929 5.2 

（ 少 数 株 主 持 分 ）        

少 数 株 主 持 分 20,520 3.6 5,270 1.0  15,250 289.4 

（ 資 本 の 部 ）        

        

Ⅰ 資 本 金            40,633 7.1 40,633 7.6  - - 

Ⅱ 資 本 準 備 金            29,637 5.2 29,637 5.5  - - 

Ⅲ 連 結 剰 余 金            26,436 4.6 28,277 5.3 △ 1,841 △6.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金             △ 248 △0.1 △    754 △0.1  505 △67.0 

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定            △ 4,582 △0.8 △   6,596  △1.2  2,014 △30.5 

Ⅵ 自 己 株 式            △ 17 △0.0 △     1  △0.0 △ 16 - 

Ⅶ  子会社の所有する親会社株式 △ 1,301 △0.2 - - △ 1,301 - 

資 本 合 計 90,557 15.8 91,195 17.1 △ 638 △0.7 

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計  572,145 100.0 534,604 100.0  37,541 7.0 
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 
(単位：百万円) 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度                                  期    別 
 
 科    目 ( H 1 3. 4 . 1～H14 . 3 . 3 1 ) ( H 1 2 . 4 . 1～H1 3.3 .31 ) 

   

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高                 ２８，２７７ ２１，７８４ 

   

   

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高                 １，０３４ ２９７ 

   

連 結 会 社 増 加 に よ る 増 加 高 １，０１８ - 

連 結 会 社 持 分 率 変 動 に よ る 増 加 高 １６ - 

在外連結会社土地再評価による増加高 - １８５ 

持 分 法 適 用 会 社 増 加 に よ る 増 加 高 - ５７ 

持 分 法 適 用 会 社 合 併 に よ る 増 加 高 - ５４ 

   

   

Ⅲ 連 結 剰 余 金 減 少 高                 ３，３３５ ３，１９６ 

   

配 当 金 ３，００５ ３，００３ 

役 員 賞 与 ９０ ８６ 

連 結 会 社 増 加 に よ る 減 少 高 １６６ １０６ 

持分法適用会社数減少による減少高 ７２ - 

   

   

Ⅳ 当 期 純 利 益                 ４５９ ９，３９２ 

   

   

Ⅴ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高                 ２６，４３６ ２８，２７７ 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：百万円) 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度                     期   別 

(H13.4.1～H14. 3 . 3 1 ) (H12.4.1～H13.3.31) 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益  ２，８３４  １６，２０１ 

減価償却費  ２５，９２７  ２５，４１８ 

退職給付信託設定損益  -  ３，７６９ 

退職給付引当金の増加額  ６７１  ３，７５６ 

受取利息及び受取配当金 △ ４３９ △ ９１０ 

支払利息  ６，７２５  ７，４８０ 

為替差損益 △ １３３  ５６０ 

持分法による投資利益 △ ９１９ △ １，７８１ 

有価証券等評価損  ４，２４６  １，２１４ 

固定資産売却損益  １１ △ ８２４ 

設備休廃止損  ７５２  １，５２０ 

関係会社株式売却益  - △ ３，２４０ 

関係会社投資損  -  １，２６６ 

売上債権の減少額（△  増加額）  ３１，６０１ △ １５，０６８ 

棚卸資産の減少額（△ 増加額）  ３，１２９ △ ２，８２７ 

仕入債務の増加額（△  減少額） △ １６，９４４  １１，１８９ 

その他 △ ２，２０４ △ １，５４９ 

  小  計  ５５，２６０  ４６，１７５ 

利息及び配当金の受取額  １，０１２  １，２０２ 

利息の支払額 △ ６，９６１ △ ７，３６２ 

法人税等の支払額 △ ９，９１７ △ ７，５９９ 

営業活動によるキャッシュ・フロー  ３９，３９３  ３２，４１６ 

     

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有価証券の売却・償還による収入  ５７９  ２６２ 

固定資産の取得による支出 △ １６，４７５ △ １８，９３５ 

固定資産の売却による収入  ２，０８４  １，６７９ 

投資有価証券の取得による支出 △ ３，７９４ △ ３，０３２ 

投資有価証券の売却・償還による収入  １，６４２  ３，２６５ 

関係会社株式売却による収入  -  ４，４１４ 

連結の範囲の変更を伴う 

             子会社株式の取得による収入（△  支出） 

 

 

 

４，９５３ 

 

△ 

 

６，９２７ 

貸付による支出 △ ９９７ △ ８５０ 

貸付金の回収による収入  １，２５７  １，０９３ 

その他  ３８９ △ ３９２ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １０，３６０ △ １９，４２３ 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増加額（△  減少額） △ １，４３２  ８，６７１ 

長期借入れによる収入  ５４，７８０  ３７，２３５ 

長期借入金の返済による支出 △ ６９，６７２ △ ５６，５０８ 

社債の発行による収入  ７，０００  - 

社債及び転換社債の償還による支出 △ ８，１８４  - 

配当金の支払額 △ ３，００８ △ ２，９８９ 

少数株主への配当金の支払額 △ ４８１ △ ３８ 

少数株主の増資引受による払込額  -  ２２９ 

その他 △ ６２ △ ３２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２１，０５９ △ １３，４３２ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ３７３  ２２９ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△ 減少額）  ８，３４７ △ ２０９ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  １７，５３４  １７，７００ 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  -  ４２ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  ２５，８８１  １７，５３４ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
 
１．連結の範囲に関する事項 

 
連結子会社  ９０社  

オルガノ株式会社 トーソー･アメリカ,Ｉｎｃ. 
大洋塩ビ株式会社 トーヨーソーダ･ネーデルランドＢ.Ｖ. 
東北東ソー化学株式会社 トーソー・ヘラス     他８４社 

 
   （異動状況）  

  オルガノ株式会社は当連結会計年度中に株式を追加取得した結果、実質的に支配していると認められましたので、当
中間連結決算日をみなし取得日として持分法適用の範囲から除き連結の範囲に含めております。これに伴い、オルガノ
株式会社の子会社である北海道オルガノ商事株式会社ほか９社も連結の範囲に含めております。 
  エフテック株式会社は当連結会計年度中に追加取得し子会社となったため、またトーソー・ＳＭＤ・コリア，Ｌｔｄ．
は当連結会計年度中に追加取得し重要性が増したため、それぞれ当中間連結決算日をみなし取得日として持分法適用の
範囲から除き連結の範囲に含めております。 
  当連結会計年度中に設立した有限会社東ソー・ゼオラムほか１社を新たに連結の範囲に含めております。 
東ソー・エレクトロニクス株式会社ほか１社は当連結会計年度中に清算結了したため連結の範囲から除外し、クライ

コ・クォーツ,Ｉｎｃ．ほか２社は当連結会計年度中に吸収合併されたため、またトーソー・クォーツ・グループ・ア
メリカ,Ｉｎｃ．は重要性がなくなったためそれぞれ連結の範囲から除外いたしました。 
 

  なお、四日市ポリマー株式会社、東ソー・デュボイケミカル株式会社ほか非連結子会社は、いずれも総資産、売上高、
当期純損益（持分相当額）及び剰余金（持分相当額）からみて重要性に乏しく、全体としても連結財務諸表に重要な影
響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 
 

 
２．持分法の適用に関する事項 

 
持 分 法 適 用 関 連 会 社３０社 

保土谷化学工業株式会社 ホーランド・スウィートナー・Ｃｏ．Ｖ．Ｏ．Ｆ 
ロンシール工業株式会社 マブハイ・ビニル Ｃｏ. 
プラス・テク株式会社      フィリピン・レジンズ・インダストリーズ，Ｉｎｃ．           
                                                                                        他 ２４社                 

 
（異動状況）  
  山口コンクリート工業株式会社は全保有株式を、また株式会社堤工業所及びニッカ化成株式会社は一部株式を当連
結会計年度中に売却したため、持分法適用の範囲から除外いたしました。 
 
  なお、東ソー・デュボイケミカル株式会社、於福鉱業株式会社ほか持分法非適用会社は、いずれも連結純損益及び
連結剰余金に重要な影響を及ぼしておらず、かつ、全体としても重要性に乏しいため、持分法適用の範囲から除外し
ております。 
 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
      

  連結子会社のうち、三和建設株式会社の決算日は９月 30 日、株式会社霞エンジニアリングの決算日は８月 31 日、

トーソー・アメリカ，Ｉｎｃ．ほか39 社の決算日は12 月31 日であります。 

  連結財務諸表作成にあたり、三和建設株式会社及び株式会社霞エンジニアリングについては正規の決算に準ずる仮

決算に基づく財務諸表を使用し、トーソー・アメリカ，Ｉｎｃ．ほか 39 社については決算日の差異が３ヶ月を超え

ないため、当該子会社の正規の決算を基礎として連結決算を行っております。 

  ただし、連結決算までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
  



 

－  － 13

４．会計処理基準に関する事項 

 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

(a)有価証券 

①満期保有目的債券…償却原価法 

②その他有価証券  時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算出） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

(b)棚卸資産 

…主として総平均法による原価法 

(c)デリバティブ 

…時価法 

 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却方法 

(a)有形固定資産……主として定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

(b)無形固定資産……定額法 

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

 

 (3)重要な引当金の計上基準 

(a)貸 倒 引 当 金          ‥‥‥  当社及び国内連結子会社は、一般債権の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率に基づく

計算額を計上しており、在外連結子会社は、債権の実態に応じ貸倒見積高を計上する

こととしております。 

(b)債権償却引当金          ‥‥‥  貸倒懸念債権等、特定の債権の貸倒損失に備えるため回収不能見込額を計上しており

ます。 

(c)賞 与 引 当 金          ‥‥‥  従業員に支給する賞与に充てるため、従業員賞与支給見込額の当連結会計年度負担額

を計上しております。 

(d)退職給付引当金          ‥‥‥  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 会計基準変更時差異 28,134 百万円については、当社保有株式による退職給付信託

6,458 百万円を設定し、残額を主として５年による按分額で費用処理しております。

なお、当連結会計年度より連結子会社となったオルガノ株式会社及びその子会社にお

いて発生した上記以外の会計基準変更時差異4,885 百万円は、その発生時に一括費用

処理しております。 

過去勤務債務はその発生時に一括処理しております。 

                                 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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  (5)重要なヘッジ会計の方法 

(a)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例要件を満たす取引については、特例処理を採用し

ております。 

(b)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ及び為替予約取引 

ヘッジ対象…借入金（金利スワップ）、外貨建予定取引残高（為替予約取引） 

(c)ヘッジ方針 

リスク管理方針について定めた内部規程に基づいて、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしております。 

(d)ヘッジの有効性の評価方法 

金利スワップについて、金利スワップの特例要件を満たしているので有効性の評価を省略しております。 

為替予約取引について、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評

価しております。 

  (6)その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却の方法 

連結調整勘定は、発生年度より５年間で均等償却しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 
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（連結貸借対照表関係） 

 （ 当 連 結 会 計 年 度 ） （ 前 連 結 会 計 年 度 ） 

 百万円 百万円 

１．債権償却引当金を下記の科目より控除しております。 

長 期 貸 付 金 １７ １２ 

投資その他の資産「その他」 ５２８ ４５６ 

 債権償却引当金合計 ５４６ ４６８ 

２．有形固定資産の減価償却累計額 ４８４，０１７ ４５５，７６３ 

３．担保に供している資産   

現 金 及 び 預 金 ２８ ３５ 

受取手形及び売掛金 ２７２ ３６５ 

有 形 固 定 資 産 １５５，４３８ １６７，３５４ 

投 資 有 価 証 券 １７４ １，２８３ 

投資その他の資産「その他」 １４５ １３２ 

（対応する債務内容）   

支払手形及び買掛金 － ３９ 

短 期 借 入 金 １５，３３２ ７，０４７ 

長 期 借 入 金 ２０，４１１ ３０，３６９ 

   

４．偶 発 債 務   保 証 債 務 １５，７９２ １６，６０６ 

   

５．当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

受 取 手 形 ２，５４３ ２，５６５ 

支 払 手 形 ８９６ １，０８２ 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 （ 当 連 結 会 計 年 度 ） （ 前 連 結 会 計 年 度 ） 

現金及び現金同等物の期末残高と 

  連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 百万円 百万円 

現金及び預金勘定 ２５，５６８ １７，５８７ 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △       ６８７ △   ５８８ 
３ヶ月以内に満期の到来する短期投
資（有価証券勘定） ９９９ ５３５ 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 ２５，８８１ １７，５３４ 
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（リース取引関係） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

（Ｈ 1 4 ．３． 3 1 現在） （ Ｈ 1 4 ． ３ ． 3 1 現 在 ） 
             期  別 

 

科  目 
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 171 101 70 815 606 209 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,137 700 437 452 343 108 

そ の 他 62 40 21 62 45 16 

合 計 1,371 842 529 1,330 995 334 

 

 (2)未経過リース料期末残高相当額 

  （ 当 連 結 会 計 年 度 ） （前連結会計年度）

  百万円 百万円 

１ 年 以 内  ２７３ １５３ 

１ 年 超  ３５１ １９６ 

合 計  ６２４ ３５０ 

   

 (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

    

支 払 リ ー ス 料  ２７４ ２２８ 

減 価 償 却 費 相 当 額  ２５３ ２０２ 

支 払 利 息 相 当 額  １６ １７ 

 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 (5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によ

っております。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料期末残高相当額 

    

１ 年 以 内  ２７２ ８２ 

１ 年 超  ９９５ ５０９ 

合 計  １，２６７ ５９１ 
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（退職給付関係） 
 
１.採用している退職給付制度の概要     

 確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度、及び退職一時金制度を設けております。ま

た、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。なお、当社において退職給付信託を設定しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

   （単位：百万円） 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

 （平成14年3 月31 日現在） （平成13年3 月31 日現在） 

イ．退職給付債務 △ 108,683 △ 90,374 

ロ．年金資産  51,579  46,719 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 57,103 △ 43,654 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額  12,678  16,978 

ホ．未認識数理計算上の差異  16,491  5,726 

ヘ．未認識過去勤務債務  -  - 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 27,932 △ 20,949 

チ．前払年金費用  -  - 

リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 27,932 △ 20,949 

  

（当連結会計年度 ） （前連結会計年度） 

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しており

ます。 

   ２．子会社は、退職給付債務の算定にあたり、主と

して簡便法を採用しております。 

３．厚生年金保険法の改正に伴い、当連結会計年

度において当社の厚生年金基金の代行部分に係る支

給開始年齢の引上げについての規約改正を行ったた

め、過去勤務債務（債務の減額）が発生し、また一

部の子会社において退職金制度における給付水準増

額の制度変更が行われたため、過去勤務債務（債務

の増額）が発生し、その全額を当連結会計年度に償

却しております。 

（注）１．同左 

 

２．同左 

 

３．－ 
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３．退職給付費用に関する事項 

   （単位：百万円） 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

 （平成13年4 月1日～ 

平成14 年3月31 日） 

（平成12年4 月1日～ 

平成13 年3月31 日） 

イ．勤務費用（注）２  2,994  2,789 

ロ．利息費用  3,055  2,762 

ハ．期待運用収益 △ 1,426 △ 1,378 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額（注）５  4,230  11,155 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額  589  - 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額（注）３ △ 2,027  - 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）  7,416  15,330 

  
（当連結会計年度） （前連結会計年度） 

（注）１．上記退職給付費用以外に、割増退職金を436

百万円支払っており、特別損失に計上しておりま

す。 

      ２．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。 

      ３．「２退職給付債務に関する事項」（注）３に

記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の費

用処理額であります。 

      ４．簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

５．－ 

（注）１．－ 

 

 

２．同左 

 

３．－ 

 

 

４．同左 

 

５．退職給付会計の導入初年度である当連結会計

年度上期に退職給付信託を設定したことにより、

信託財産の拠出時の時価に相当する期首退職給付

債務を一括費用処理した額 6,458 百万円を含んで

おります。 

 

 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 主として３．０％ ３．５％ 

ハ．期待運用収益率 ３．５％ ３．５％ 

ニ．過去勤務債務の処理年数 １年 － 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 10 年 

（発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理し

ております。） 

10 年 

（同左） 

 

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 主として５年 主として５年 
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５．セ グ メ ン ト 情 報  
 

(1)事業の種類別セグメント情報 
当連結会計年度（平成13 年４月1 日～平成 14 年３月 31 日） 

(単位：百万円) 

 石油化学 基礎原料 機能商品 サービス 計 消去又は全社 連 結 

1.売上高及び営業損益        

売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高 123,001 130,819 133,665 40,001 427,487 - 427,487 
(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 

37,852 

 

10,088 

 

6,648 

 

47,127 

 

101,717 (101,717)

 

- 

計 160,853 140,907 140,314 87,128 529,204 (101,717) 427,487 

営 業 費 用 155,808 141,815 130,975 84,973 513,573 (101,717) 411,855 

営 業 利 益 5,044 △  908 9,339 2,155 15,631 - 15,631 

2.資産、減価償却費及び 

資本的支出 

       

資 産 99,638 143,216 222,383 44,071 509,309 62,835 572,145 

減 価 償 却 費 4,538 10,151 8,369 1,385 24,445 946 25,392 

資 本 的 支 出 1,795 4,110 9,560 924 16,391 427 16,819 

 
前連結会計年度（平成12 年４月1 日～平成 13 年３月 31 日） 

(単位：百万円) 

 石油化学 基礎原料 機能商品 サービス 計 消去又は全社 連 結 

1.売上高及び営業損益        

売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 134,548 148,203 97,055 46,366 426,173 - 426,173 
(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
40,474 9,840 4,772 46,944 102,031 (102,031) - 

計 175,023 158,043 101,827 93,311 528,205 (102,031) 426,173 

営 業 費 用 167,939 150,907 91,372 90,421 500,640 (102,031) 398,608 

営 業 利 益 7,084 7,136 10,454 2,889 27,564 - 27,564 

2.資産、減価償却費及び 

資本的支出 

       

資 産 112,299 161,358 145,254 52,316 471,228 63,376 534,604 

減 価 償 却 費 4,990 10,233 7,182 1,381 23,787 984 24,772 

資 本 的 支 出 2,757 4,786 7,931 1,157 16,632 2,067 18,700 

 
（注１）事業区分の方法 

使用原材料の共通性、製造方法及び製品の類似性、販売経路の共通性等により石油化学、基礎原料、機能商品、
サービスに区分しております。 

 
（注２）各事業区分の主要製品 

石油化学 … エチレン・プロピレン等オレフィン製品、低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン及び 
樹脂加工品等 

基礎原料 … 苛性ソーダ、塩化ビニルモノマー、塩化ビニル樹脂、無機・有機化学品、セメント等 
機能商品 … 金属製品、無機・有機ファイン製品、分析機器、水処理装置、石英ガラス、機能材料等 

サービス … 運送・倉庫、建設・修繕、検査・分析、情報処理、不動産等 
 
（注３）当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は79,918 百万円であり、その主

なものは、親会社の現金・預金、投資有価証券及び管理部門に係る資産等であります。 
前連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 82,938 百万円であり、その主
なものは、親会社の現金・預金、投資有価証券及び管理部門に係る資産等であります。 
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 (2)所在地別セグメント情報 
 
当連結会計年度（平成13 年４月1 日～平成 14 年３月 31 日） 

(単位：百万円) 

 日 本 その他 計 消去又は全社 連 結 

1.売上高及び営業損益      

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 380,707 46,779 427,487 - 427,487 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 

12,938 

 

2,101 

 

15,039 (15,039)

 

- 

計 393,645 48,881 442,527 (15,039) 427,487 

営 業 費 用 379,586 47,308 426,895 (15,039) 411,855 

営 業 利 益 14,058 1,572 15,631 - 15,631 

2. 資 産 546,397 49,580 595,977 (23,832) 572,145 

 
前連結会計年度（平成12 年４月1 日～平成 13 年３月 31 日） 

(単位：百万円) 

 日 本 その他 計 消去又は全社 連 結 

1.売上高及び営業損益      

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 384,766 41,407 426,173 - 426,173 
(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 

11,345 

 

3,291 

 

14,636 (14,636)

 

- 

計 396,111 44,699 440,810 (14,636) 426,173 

営 業 費 用 371,329 41,916 413,245 (14,636) 398,608 

営 業 利 益 24,782 2,782 27,564 - 27,564 

2. 資 産 515,286 43,914 559,200 (24,596) 534,604 

 
 

 
 

(3)海 外 売 上 高 
当連結会計年度（平成13 年４月1 日～平成 14 年３月 31 日） 

 (単位：百万円) 

 アジア その他の地域 計 

1．海 外 売 上 高 69,129 44,787 113,916 

2．連 結 売 上 高   427,487 

3．連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 16.2 10.5 26.6 

 
前連結会計年度（平成12 年４月1 日～平成 13 年３月 31 日） 

 (単位：百万円) 

 アジア その他の地域 計 

1．海 外 売 上 高 74,555 38,859 113,415 

2．連 結 売 上 高   426,173 

3．連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 17.5 9.1 26.6 
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（関連当事者との取引） 

 

当連結会計年度（平成13 年４月1 日～平成 14 年３月 31 日） 

子会社等 

（単位：百万円） 

関係内容 

属性 会社名 住所 資本金 事業の内容 
議決権の 

所有割合 役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

取引の内容 
取引

金額 
科目 

期末 

残高 

関 連

会 社 
東邦アセチレン㈱ 

東 京 都 

中 央 区 
2,261 

各種ガスの 

製 造 販 売 

           ％ 

直接 2 0 . 0 
兼任 2 名 

転籍 3 名 

同社の銀行

借入に対す

る債務保証 

営業取

引以外

の取引 

債 務 

保 証 
6,589 - - 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 保証債務については、事業資金の借入に際し、金融機関に対して行ったものであり、取引金額は平成 14 年３月末残高で

あります。 

 

 

前連結会計年度（平成12 年４月1 日～平成 13 年３月 31 日） 

子会社等 

（単位：百万円） 

関係内容 

属性 会社名 住所 資本金 事業の内容 
議決権の 

所有割合 役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

取引の内容 
取引

金額 
科目 

期末 

残高 

関 連

会 社 
東邦アセチレン㈱ 

東 京 都 

中 央 区 
2,261 

各種ガスの 

製 造 販 売 

           ％ 

直接 20.0 
兼任 2 名 

転籍 3 名 

同社の銀行

借入に対す

る債務保証 

営業取

引以外

の取引 

債 務 

保 証 
6,775 - - 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 保証債務については、事業資金の借入に際し、金融機関に対して行ったものであり、取引金額は平成 13 年３月末残高で

あります。 
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６． 生 産 、受 注 及 び 販 売 の 状 況 

 

（１）生 産 実 績 

（単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 
事   業   区   分. 

( H 1 3 . 4 . 1 ～ H 1 4 . 3 . 3 1 ) ( H 1 2 . 4 . 1 ～ H 1 3 . 3 . 3 1 ) 

石 油 化 学 事 業 １０８，８６０ １１４，０５１ 

基 礎 原 料 事 業 １２４，２４０ １４４，７９７ 

機 能 商 品 事 業 ９１，６２８ ７９，８２６ 

合     計 ３２４，７２９ ３３８，６７５ 

（注）原則として、生産金額は、生産総量から自家使用量を差引いた販売向け生産量に、当連結会計年度中の平均販売単
価を乗じて算出しております。 

 
 

（２）受 注 実 績 
 

 
   主として見込み生産であります。 
 
 

（３）販 売 実 績 
（単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 
事   業   区   分 

( H 1 3 . 4 . 1 ～ H 1 4 . 3 . 3 1 ) ( H 1 2 . 4 . 1 ～ H 1 3 . 3 . 3 1 ) 

石 油 化 学 事 業 １２３，００１ １３４，５４８ 

基 礎 原 料 事 業 １３０，８１９ １４８，２０３ 

機 能 商 品 事 業 １３３，６６５ ９７，０５５ 

サ ー ビ ス 事 業 ４０，００１ ４６，３６６ 

合     計 ４２７，４８７ ４２６，１７３ 
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７．有 価 証 券 
 

当連結会計年度（平成 14 年３月31 日現在） 

 

１．売買目的有価証券 

   該当事項は、ありません。 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1)時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

① 国 債 ・ 地 方 債 等 － －  － 

② 社 債 － －  － 

③ そ の 他 ５０ ５０  ０ 

小計 ５０ ５０  ０ 

(2)時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの     

① 国 債 ・ 地 方 債 等 － －  － 

② 社 債 － －  － 

③ そ の 他 １１３ １１１ △ １ 

小計 １１３ １１１ △ １ 

合計 １６３ １６１ △ １ 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区 分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差 額 

(1)連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

① 株 式 ４，２２５ ５，２２９  １，００４ 

② 債 券     

 国 債 ・ 地 方 債 等 ３５ ３６  １ 

 社 債 ４６ ４８  １ 

 そ の 他 ２７０ ２７０  ０ 

小計 ４，５７６ ５，５８５  １，００８ 

(2)連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

① 株 式 ６，８２９ ５，４４７ △ １，３８１ 

② 債 券     

 国 債 ・ 地 方 債 等 － －  － 

 社 債 － －  － 

 そ の 他 ６３５ ６１３ △ ２２ 

小計 ７，４６４ ６，０６１ △ １，４０３ 

合計 １２，０４１ １１，６４６ △ ３９５ 

 
４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 

（単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

７００ ７６ ８ 
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５．時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

（単位：百万円） 

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 

(1)満期保有目的の債券  

非 公 募 内 国 債 券 １１ 

(2)子会社株式及び関連会社株式 ２６，６８５ 

(3)その他有価証券  

① 非 上 場 株 式 
(店頭売買株式除く) ４，３９４ 

② 投 資 信 託 ９９９ 

③ そ の 他 ３ 

計 ５，３９７ 

 
６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：百万円） 

区 分 1 年 以 内 1 年超５年以内 ５年超 10 年以内 1 0 年 超 

 債 券     

 国債・地方債等 － ３６ － － 

 社 債 － ４８ － － 

 そ の 他 １，２２９ ８２９ － － 

計 １，２２９ ９１４ － － 

 

７．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

   該当事項は、ありません。 

 



 

－  － 25

前連結会計年度（平成 13 年３月31 日現在） 

 

１．売買目的有価証券 

   該当事項は、ありません。 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1)時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

① 国 債 ・ 地 方 債 等 - -  - 

② 社 債 - -  - 

③ そ の 他 １２４ １２４  ０ 

小計 １２４ １２４  ０ 

(2)時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの     

① 国 債 ・ 地 方 債 等 - -  - 

② 社 債 - -  - 

③ そ の 他 ７２ ７２  △   ０ 

小計 ７２ ７２  △   ０ 

合計 １９７ １９７  ０ 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

区 分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差 額 

(1)連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

① 株 式 ２，０３５ ２，８３０  ７９５ 

② 債 券     

 国 債 ・ 地 方 債 等 ３５ ３５  ０ 

 社 債 ８０６ ８７０  ６４ 

 そ の 他 ８３０ ８３５  ５ 

小計 ３，７０６ ４，５７２  ８６５ 

(2)連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

① 株 式 １２，３９６ １０，３２６  △ ２，０７０ 

② 債 券     

 国 債 ・ 地 方 債 等 － －  － 

 社 債 ４５ ４５  △   ０ 

 そ の 他 ７５ ７４  △   ０ 

小計 １２，５１７ １０，４４６  △ ２，０７０ 

合計 １６，２２４ １５，０１９  △ １，２０４ 

 
４．前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 

（単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

５０５ １２ ０ 
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５．時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

（単位：百万円） 

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 

(1)満期保有目的の債券  

非 公 募 内 国 債 券 １０ 

(2)子会社株式及び関連会社株式 ３２，７０２ 

(3)その他有価証券  

① 非 上 場 株 式 
(店頭売買株式除く) ４，３６８ 

② 投 資 信 託 ５３５ 

③ そ の 他 ３ 

計 ４，９０６ 

 
６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：百万円） 

区 分 1 年 以 内 1 年超５年以内 ５年超 10 年以内 1 0 年 超 

債 券     

国債・地方債等 - ２０ １５ - 

社 債 - ９２６ - - 

そ の 他 ５８７ ５２０ - - 

計 ５８７ １，４６６ １５ - 

 

７．前連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

   該当事項は、ありません。 

 
 
 

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益  
 

（当連結会計年度） 
金利スワップ取引及び為替予約取引のデリバティブ取引を契約しておりますが、すべてヘッジ会計を適

用しているため、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載を省略しております。 
 
 

（前連結会計年度） 
金利スワップ取引のデリバティブ取引を契約しておりますが、すべてヘッジ会計を適用しているため、

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載を省略しております。 
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 平成１４年３月期 ９．個別財務諸表の概要 平成１４年５月１６日 
上場会社名 東 ソ ー 株 式 会 社 上場取引所 東・大・名・福 
（ＵＲＬ  http://www.tosoh.co.jp）   
コード番号 ４０４２ 本社所在都道府県 東京都 
問合せ先      責任者役職名 理事 経営管理室部長   
 氏 名 加 古 一 夫 TEL  (０３) ５４２７ － ５１２３ 
決算取締役会開催日 平成１４年 ５月１６日 中間配当制度の有無 有 
 定時株主総会開催日   平成１４年 ６月２７日 単元株制度の採用の有無 有（１単元  1,000株） 
 

１．１４年３月期の業績（平成１３年４月１日 ～ 平成１４年３月３１日） 

 (1) 経営成績                                              (注) 百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
14年３月期 ２８２，９７６ △８．６ ９，１４７ △４５．０ １１，１９２ △４１．４ 
13年３月期 ３０９，６９８ ５．６ １６，６４０ △１８．６ １９，１０６ １２．７ 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

   百万円  ％ 円   銭   円   銭 ％ ％ ％ 
14年３月期 １，８８８ △７３．１ ３ １４ ――――― ２．０ ２．９ ４．０ 
13年３月期 ７，０１３ ５６．３ １１ ６７ ――――― ７．５ ４．６ ６．２ 

（注）①期中平均株式数   14年３月期 601,130,744株 13年３月期 601,161,912株 
②会計処理の方法の変更 無 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

 (2) 配当状況  

１株当たり年間配当金  

 中  間 期  末 
配当金総額
（年 間） 

配当性向 
株主資本 
配当率 

   円  銭   円  銭   円  銭 百万円 ％ ％ 
14年３月期 ５ ００ ０ ００ ５ ００ ３，００５ １５９．２ ３．２ 
13年３月期 ５ ００ ０ ００ ５ ００ ３，００５ ４２．９ ３．２ 

 

 (3) 財政状態  
 総    資    産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

              百万円              百万円                  ％          円 銭 
14年３月期 ３８７，２７８ ９３，９３４ ２４．３ １５６ ２７ 
13年３月期 ４１４，２４８ ９４，６２８ ２２．８ １５７ ４１ 

（注）①期末発行済株式数 14年３月期 601,103,230 株 13年３月期 601,161,912株 
       ②期末自己株式数          14年３月期       58,682 株         3,654株 
                   
 ※  14年３月期の期中平均株式数及び期末発行済株式数は自己株式控除後のものであります。 
 

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日 ～ 平成１５年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  売上高 経常利益 当期純利益 
中  間 期  末  

          百万円          百万円          百万円   円  銭   円  銭   円  銭 

中間期 １４０，０００ ８，０００ ２，０００ ０ ００ ――― ――― 

通 期 ２９０，０００ ２０，０００ ７，０００ ――― ５ ００ ５ ００ 

 (参考)  １株当たり予想当期純利益(通期)  １１円６４銭 
 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在に入手可能な情報に基づいております。従いまして今後の国内外の経済情

勢や予測不可能な要素等により、実際の業績は現在予測している数値と大幅に異なる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の6ページを御参照下さい。 
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  １０．個 別 財 務 諸 表 等  

（１）損 益 計 算 書  

  （単位：百万円） 

当 期 前 期 

(H13.4.1～H14.3.31) (H12.4.1～H13.3.31) 
増 減 

                     期    別 

 

 科    目 金     額 百分比 金     額 百分比 金      額 増減率 

  ％  ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高          282,976 100.0 309,698 100.0 △ 26,722 △8.6 

Ⅱ 売 上 原 価          230,584  248,424  △ 17,839  

売 上 総 利 益 52,391  61,274  △ 8,883  

Ⅲ 販売費及び一般管理費 43,243  44,634  △ 1,390  

営 業 利 益 9,147  3.2 16,640  5.4 △ 7,492  △45.0 

Ⅳ 営 業 外 収 益                 

受 取 利 息 161  179  △ 18  

受 取 配 当 金 2,557  2,797  △ 239  

動 産 ・ 不 動 産 賃 貸 料 1,652  1,650   2  

為 替 差 益 895  1,385  △ 489  
そ の 他 1,473  1,998  △ 524  

計 6,741 2.4 8,010 2.6 △ 1,269 △15.8 

Ⅴ 営 業 外 費 用                 

支 払 利 息 3,562  4,303  △ 741  

社 債 利 息 679  686  △  7  

そ の 他 455  555  △ 99  

計 4,696 1.7 5,545 1.8 △ 848 △15.3 

経 常 利 益 11,192 3.9 19,106 6.2 △ 7,913 △41.4 

Ⅵ 特 別 利 益                 

土 地 等 売 却 益 67  800  △ 733  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 -  3,845  △ 3,845  

退 職 給 付 信 託 設 定 益 -  2,688  △ 2,688  

退職給付過去勤務債務戻入益 2,061  -   2,061  

計 2,128 0.8 7,335 2.4 △ 5,206 △71.0 

Ⅶ 特 別 損 失                 

有 価 証 券 等 評 価 損 3,927  1,027   2,900 

設 備 休 廃 止 損 543  1,335  △ 791 

関 係 会 社 投 資 損 1,156  2,000  △ 843 

事 業 整 理 損 722  162   560 

退職給付会計変更時差異費用処理額 4,338  10,797  △ 6,458 

計 10,689 3.8 15,322 4.9 △ 4,632 △30.2 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,631 0.9 11,119 3.6 △ 8,487 △76.3 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税  1,889 0.7 4,871 1.6 △ 2,982 △61.2 

法 人 税 等 調 整 額  △      1,145  △0.4 △      766  △0.2 △ 379 49.4 

当 期 純 利 益  1,888 0.7 7,013 2.3 △ 5,125 △73.1 

前 期 繰 越 利 益 6,806  3,014   3,791  

当 期 未 処 分 利 益  8,694  10,028  △ 1,333  
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（２） 貸 借 対 照 表 

 （単位：百万円） 

当 期 前 期 

( H 1 4 . 3 . 3 1 現在 ) ( H 1 3 . 3 . 3 1 現在) 
増 減 

                        期     別 

 

 科     目 金     額 構成比 金     額 構成比 金      額 増減率 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産          118,631  30.6 139,605  33.7 △ 20,973  △15.0 

現 金 及 び 預 金 5,430  5,830  △ 399  

受 取 手 形 2,652  8,092  △ 5,439  

売 掛 金 63,305  80,327  △ 17,022  

有 価 証 券 170  502  △ 331  

商 品 2,317  2,068   248  

製 品 15,215  16,591  △ 1,375  

半 製 品 512  401   111  

原 材 料 3,896  4,170  △ 273  

仕 掛 品 329  506  △ 177  

貯 蔵 品 6,323  6,298   25  

前 渡 金 1,441  972   469  

前 払 費 用 21  51  △ 29  

繰 延 税 金 資 産 1,543  1,189   353  

短 期 貸 付 金 3  3   -  

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 3,228  1,773   1,455  

未 収 入 金 10,302  9,173   1,128  

そ の 他 1,937  1,696   240  

貸 倒 引 当 金 △          2  △   45   43  

Ⅱ 固 定 資 産          268,647 69.4 274,642 66.3 △ 5,995 △2.1 

 １． 有 形 固 定 資 産          171,609 44.4 178,970 43.2 △ 7,360 △4.1 

建 物 22,691  22,888  △ 196  

構 築 物 17,470  18,649  △ 1,179  

機 械 及 び 装 置 71,984  79,507  △ 7,523  

船 舶 3  5  △ 2  

車 両 及 び 運 搬 具 33  38  △ 4  

工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,391  3,708  △ 316  

土 地 52,439  51,699   739  

建 設 仮 勘 定 3,595  2,472   1,123  

 ２． 無 形 固 定 資 産          868 0.2 1,029 0.3 △ 160 △15.5 

特 許 権 2  41  △ 39  

ソ フ ト ウ エ ア 792  906  △ 113  

そ の 他 73  81  △ 7  

 ３． 投 資 そ の 他 の 資 産          96,169 24.8 94,643 22.9  1,525 1.6 

投 資 有 価 証 券 14,122  16,832  △ 2,710  

関 係 会 社 株 式 60,854  54,889   5,965  

関 係 会 社 社 債 851  869  △ 17  

出 資 金 133  133   -  

関 係 会 社 出 資 金 3,001  2,983   18  

長 期 貸 付 金 470  805  △ 335  

従 業 員 長 期 貸 付 金 785  866  △ 81  

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 4,741  4,485   255  

長 期 前 払 費 用 2,083  2,094  △ 10  

繰 延 税 金 資 産 4,647  4,219   427  

そ の 他 4,476  6,467  △ 1,990  

貸 倒 引 当 金 -  △    4   4  

資 産 合 計 387,278 100.0 414,248 100.0 △ 26,969 △6.5 
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 （単位：百万円） 

当 期 前 期 

( H 1 4 . 3 . 3 1 現在 ) ( H 1 3 . 3 . 3 1 現在) 
増 減 

                        期     別 

 

 科     目 金     額 構成比 金     額 構成比 金      額 増減率 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債          138,626 35.8 179,115 43.2 △ 40,488 △22.6 

支 払 手 形 11  10   1  

買 掛 金 30,379  38,186  △ 7,806  

短 期 借 入 金 52,880  53,280  △ 400  

一年以内返済長期借入金 29,325  53,918  △ 24,593  

一 年 以 内 償 還 社 債 5,000  8,000  △ 3,000  

未 払 金 8,587  9,667  △ 1,080  

未 払 費 用 1,673  1,906  △ 232  

未 払 法 人 税 等 -  3,099  △ 3,099  

預 り 金 6,333  7,985  △ 1,651  

賞 与 引 当 金 1,472  2,040  △ 568  

定 期 修 繕 引 当 金 2,415  98   2,317  

そ の 他 549  924  △ 374  

Ⅱ 固 定 負 債          154,717 39.9 140,504 34.0  14,213 10.1 

社 債 27,000  25,000   2,000  

長 期 借 入 金 111,606  99,921   11,685  

退 職 給 付 引 当 金 15,266  13,795   1,471  

定 期 修 繕 引 当 金 -  1,372  △ 1,372  

特 別 修 繕 引 当 金 47  28   18  

債 務 保 証 損 失 引 当 金 411  -   411  

そ の 他 386  386  △ 0  

負 債 合 計 293,344 75.7 319,619 77.2 △ 26,275 △8.2 

（ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金          40,633 10.5 40,633 9.8  - - 

Ⅱ 資 本 準 備 金          29,637 7.7 29,637 7.1  - - 

Ⅲ 利 益 準 備 金          5,676 1.5 5,366 1.3  310 0.8 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金          18,353 4.7 19,849 4.8 △ 1,495 △7.5 

特 別 償 却 積 立 金 2,566  2,846  △ 280  

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 6,123  6,192  △ 69  

圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 187  -   187  

別 途 積 立 金 782  782   -  

当 期 未 処 分 利 益 8,694  10,028  △ 1,333  

（ う ち 当 期 純 利 益 ） (1,888)  (7,013)  (△ 5,125)  

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △        348  △0.1 △   857 △0.2  509 △59.3 

Ⅵ 自 己 株 式          △         17  △0.0 - - △ 17 - 

資 本 合 計 93,934 24.3 94,628 22.8 △ 694 △0.7 

負 債 及 び 資 本 合 計 387,278 100.0 414,248 100.0 △ 26,969 △6.5 

 

 



－  － 31

（３）利 益 処 分 案 
(単位：百万円) 

当 期 前 期                                  期   別 
 
 科   目 ( H 1 3. 4 . 1～H14 . 3 . 3 1 ) ( H 1 2 . 4 . 1～H1 3.3 .31 ) 

   

当 期 未 処 分 利 益 ８，６９４ １０，０２８ 

特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額 ４６６ ４３２ 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 ６５８ ５９０ 

圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 取 崩 額 ４０ - 

   

合 計 ９，８５８ １１，０５０ 

   

こ れ を 次 の と お り 処 分 し ま す 。   

   

利 益 準 備 金 － ３１０ 

配 当 金 ３，００５ ３，００５ 

 （１株につき５円） （１株につき５円）

取 締 役 賞 与 金 － ６８ 

特 別 償 却 積 立 金 － １５２ 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ６３ ５２１ 

圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 － １８７ 

   

次 期 繰 越 利 益 ６，７８９ ６，８０６ 
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重要な会計方針 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(a)有価証券 

①満期保有目的債券…償却原価法 

②子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法 

③その他有価証券  時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算出） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

(b)棚卸資産 

評価基準…原価法 

評価方法…総平均法 ただし、貯蔵品は移動平均法又は最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(a)有形固定資産……定額法（ただし、土地（原料用地）は生産高比例法、一部の機械及び装置は定率法） 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

(b)無形固定資産……定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(a)貸 倒 引 当 金          ‥‥‥ 一般債権の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率に基づく計算額を計上しております。 

(b)債権償却引当金          ‥‥‥ 貸倒懸念債権等、特定の債権の貸倒損失に備えるため、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(c)賞 与 引 当 金          ‥‥‥ 従業員に支給する賞与に充てるため、従業員賞与支給見込額の当期負担額を計上して

おります。 

(d)退職給付引当金          ‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異 28,152 百万円については、当社保有株式による退職給付

信託 6,458 百万円を設定し、残額を５年による按分額で費用処理しております。 

過去勤務債務はその発生時に一括処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

(e)定期修繕引当金          ‥‥‥ 製造設備の定期検査に要する支出に備えるため、発生費用見込額を期間配分し、当期

対応額を計上しております。 

(f)特別修繕引当金          ‥‥‥ 貯油槽の定期検査を受けるための修繕費の支出に備えるため、発生費用見込額を期間

配分し、当期対応額を計上しております。 

(g)債務保証損失引当金          ‥‥‥特定の保証債務に対して保証実行による損失見込額を計上しております。 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．ヘッジ会計の方法 

(a)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例要件を満たす取引については、特例処理を採用

しております。 

(b)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 …金利スワップ 

ヘッジ対象 …借入金 

(c)ヘッジ方針 

リスク管理方針について定めた内部規程に基づいて、金利変動リスクをヘッジしております。 

(d)ヘッジの有効性の評価方法 

      金利スワップの特例処理の要件を満たしているので有効性の評価を省略しております。 

 

６．その他の財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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追 加 情 報 
  （自己株式） 

  前期まで流動資産の「その他」に含めておりました「自己株式」は、「財務諸表等規則」の改正により当期より資

本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。 
 

注 記 事 項 

 
(損益計算書関係) （ 当 期 ） （ 前 期 ） 

 百万円 百万円 

 １．関係会社との取引   

売 上 高 ６６，７７７ ７２，５６０ 

仕 入 高 ５５，１３０ ６０，８９０ 

受 取 配 当 金 ２，２３３ ２，３４０ 

動産・不動産賃貸料 １，５２３ １，４５９ 

棚 卸 資 産 売 却 高 １，３４４ ７２４ 

   ２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

運 賃 諸 掛 １８，８３９ １９，５４２ 

給 料 ・ 賞 与 ４，０６８ ４，３２４ 

賞与引当金繰入額 ２８４ ３７７ 

退 職 給 付 費 用 ６４１ ４９７ 

支 払 作 業 料 ２，５１４ ２，３４７ 

動産・不動産賃借料 ４，７７２ ４，７８２ 

減 価 償 却 費 ８１２ ９４４ 

研 究 開 発 費 ７，１８１ ７，４７２ 
販売費に属する費用の割合     ５６％  ５６％ 
一般管理費に属する費用の割合 ４４％ ４４％ 

 ３．研究開発費の総額                                     ７，１８１ ７，４７２ 

 

（貸借対照表関係） 

 （ 当 期 ） （ 前 期 ） 

 １．関係会社に対する債権債務 百万円 百万円 

受 取 手 形 ７１ ４８３ 

売 掛 金 ２１，８４２ ２６，５７４ 

未 収 入 金 ４，３８２ ５，２６１ 

買 掛 金 １０，３５６ １１，４５８ 

そ の 他 債 務 ４，０１０ ７，１７０ 

 ２．債権償却引当金を下記の科目より控除しております。 

関係会社長期貸付金 ５，３２１ ５，４１２ 

投資その他の資産「その他」 ４９９ ４５６ 

（債権償却引当金合計） ５，８２０ ５，８６８ 

 ３．有形固定資産の減価償却累計額 ３７３，６１９ ３６３，６２８ 

 ４．担保に供している資産   

有 形 固 定 資 産 １１５，９７８ １３０，４２７ 

投 資 有 価 証 券 － １，１７５ 

（対応する債務内容）   

一年以内返済長期借入金 ２，４１１ ３，２８６ 

長 期 借 入 金 ７，２９８ １０，４９７ 

 ５．偶 発 債 務   保 証 債 務 ３４，５２０ ３５，９１８ 

                 (保証予約が含まれております）   

 ６．株式の状況 株 株 

授 権 株 式 数 1,200,000,000 1,200,000,000 

発 行 済 株 式 総 数 601,161,912 601,161,912 

 ７．流動資産「その他」に含めた自己株式 － １ 

（ 株 式 数 ） （－株） （３，６５４株） 

 ８．当期末日は金融機関の休日であったため、期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

受 取 手 形 ７２５ １，００５ 

支 払 手 形 ２  － 
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（リース取引関係） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

当 期 前 期 

（Ｈ1 4 ．３．3 1 現在） （Ｈ 1 3 ．３． 3 1 現在） 
             期  別 

 

科  目 
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

取得価額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 67 31 36 196 145 51 

そ の 他 3 0 3 - - - 

合 計 70 31 39 196 145 51 

 

 (2)未経過リース料期末残高相当額 

  （ 当 期 ） （ 前 期 ）

  百万円 百万円 

１ 年 以 内  １３ １６ 

１ 年 超  ２７ ３７ 

合 計  ４１ ５４ 

   

 (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  （ 当 期 ） （ 前 期 ） 

  百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料  １７ ５１ 

減 価 償 却 費 相 当 額  １６ ４８ 

支 払 利 息 相 当 額  １ １ 

 

 

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によっ

ております。 
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（有価証券関係） 

 

当期（平成 14 年３月31 日現在） 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価の有るもの 

 （単位：百万円） 

 当    期 （Ｈ１４．３．３１現在）  

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ９，１１９ １０，３８６ １，２６７ 

関 連 会 社 株 式 ４，０５０ ３，８０８ △      ２４２ 

合 計 １３，１７０ １４，１９４ １，０２４ 

 

 

前期（平成 13 年３月31 日現在） 

 

関連会社株式で時価の有るもの 

 （単位：百万円） 

 前    期 （Ｈ１３．３．３１現在）  

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額 

関 連 会 社 株 式 １１，９７６ １４，６５５ ２，６７９ 
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１１．役 員 の 異 動  
 

（平成１４年５月１６日 取締役会） 
 
 

１．取締役・監査役の異動（平成１４年６月２７日付） 

 

（イ）新任取締役候補 

 

ふく

福
だ

田 
みつとし

三壽 （理事 東京研究所長） 

 

（ロ）新任監査役（常勤）候補 

 

か

加
とう

藤 
やす

泰
お

雄 （常務取締役 購買・物流部長） 

 

（ハ）新任監査役（社外）候補 

 

ふじ

藤
た

田 
あき

昭
お

夫 （株式会社エーアンドエーマテリアル 取締役副社長） 

しば

柴
た

田 
よし

欣
お

男 （オルガノ株式会社 専務取締役） 

 

（ニ）退任取締役 

 

か

加
とう

藤 
やす

泰
お

雄 （常務取締役 購買・物流部長） 

かわさき

川嵜 
のぶひろ

信弘 （取締役 四日市研究所長） 

せとぐち

瀬戸口
てるひろ

照弘 （取締役 ポリマー事業部長） 

くちいし

口石  
おさむ

修 （取締役） 

 

（ホ）退任監査役 

 

かし

樫
だ

田 
よしのぶ

吉信 （常勤監査役） 

た

多
だ

田 
あきふみ

晃史 （社外監査役） 

お

小
ばら

原 
もも

百
と

門 （社外監査役） 

 

なお、
かわさき

川嵜
のぶひろ

信弘氏は６月２７日付にて保土谷化学工業株式会社常務取締役に、
せとぐち

瀬戸口
てるひろ

照弘氏は６月２７日付

にて太平化学製品株式会社取締役社長に、
くちいし

口石 
おさむ

修氏は６月２７日付にてプラス・テク株式会社専務取締役に、

それぞれ就任の
   

予定。 
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（ヘ）役付取締役の異動 

（株主総会後の取締役会において次のとおり選任の予定） 

 

常務取締役 
はしもと

橋本
き

喜
よ

代
し

志 （取締役 科学計測事業部長） 

 

 

２．理事の異動（平成１４年６月２７日付） 

 

（イ）新任理事 

 

ぼうじょう

坊上 
しげのぶ

成信 （副理事 南陽事業所事業所長室） 

た

田
なか

中 
しん

伸
じ

二 （副理事 人事部長） 

に

仁
ひら

平 
ひろひさ

寛久 （副理事 東ソー総合サービス有限会社取締役社長） 

 

なお、
なかむら

中村
ひろ

亙
し

志氏（理事 科学計測事業部開発部長）を６月２７日付にて常務処遇理事とする。 

 

 

（ロ）退任理事 

 

なか

中
や

谷 
たけ

武
お

男 （理事 四日市事業所副事業所長） 

やまむら

山村 
まさはる

正春 （理事 南陽事業所セメント・エネルギー製造部長） 

こんどう

近藤 
ようぞう

陽三 （理事 法務・特許部長） 

ふく

福
だ

田 
みつとし

三壽 （理事 東京研究所長） 

みながわ

皆川  
あつし

淳 （理事 南九州化学工業株式会社取締役社長） 

 

なお、
なか

中
や

谷
たけ

武
お

男氏は６月２８日付にて霞共同事業株式会社取締役社長に、
やまむら

山村
まさはる

正春氏は６月２８日付にて 

東北電機鉄工株式会社取締役社長に、
こんどう

近藤
ようぞう

陽三氏は６月２７日付にて有限会社東ソー分析センター取締役社長

にそれぞれ就任、
みながわ

皆川 
あつし

淳氏は６月２５日付にて現職専任の予定。 



２００１年度連結決算概要

平成14年５月16日

東ソー株式会社

１．業績
(単位：億円）

２００１年度 ２０００年度 増 減 ２００２年度

売 上 高 ４,２７５　 ４,２６２　 １３　 ４,７００　

（ 単　　　　独 ） （２,８３０） （３,０９７） （△２６７） （２,９００）

営 業 利 益 １５６　 ２７６　 △１１９　 ３２０　

（ 単　　　　独 ） 　（９１） 　（１６６） 　（△７５） 　（２００）

経 常 利 益 １１１　 ２５０　 △１３９　 ２５０　

（ 単　　　　独 ） （１１２） （１９１） （△７９） （２００）

当 期 純 利 益 ５　 ９４　 △８９　 ９０　

（ 単　　　　独 ） （１９） （７０） （△５１） （７０）

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 77銭　 15円62銭　   △14円85銭　   15円 8銭　

（ 単　　　　独 ） （ 3円14銭） （11円67銭） （△8円53銭） （11円64銭）

２．指標

２００１年度 ２０００年度 増 減 ２００２年度

為替［TTM期中平均］（円/＄） １２４．９８ １１０．５１ １４．４７ １３０．００　

国産ナフサ価格（円/KL） ２１，８５０ ２３，５２５ △１，６７５ ２２，０００　

３．その他

(単位：億円）

２００１年度 ２０００年度 増 減 ２００２年度

設 備 投 資 額 １６８　 １８７　 △１９　 １６０  

（ 単　　　　独 ） （９４） （１０３） （△９） （９０）

減 価 償 却 費 ２５４　 ２４８　 ６　 ２５０  

（ 単　　　　独 ） （１６１） （１６８） （△７） （１５５）

研 究 開 発 費 ９８　 ９６　 ３　 １１０  

（ 単　　　　独 ） （７２） （７５） （△３） （７５）

期 末 有 利 子 負 債 ３,３２１　 ３,２５８　 ６３　 ３,１５０　

（ 単　　　　独 ） （２,２５８） （２,４０１） （△１４３） （２，１４０）

金 融 収 支 △６３　 △６６　 ３　 △５５　

（ 単　　　　独 ） （△１５） （△２０） （５） （△１０）

株 主 資 本 比 率 ( ％ ) １５．８  １７．１　 △１．３  －  

（ 単　　　　独 ） （２４．３） （２２．８） （１．５） （－）

期 末 従 業 員 数 （ 人 ） ９，４０４  ８,０９７　 １，３０７  ９，２００  

（ 単　　　　独 ） （２,４９３） （２,６４７） （△１５４） （２,４００）

　(注）　億円未満は四捨五入

資料１



 

 
資料２ 

トピックス 

 

 
 

 （１）国内 
 
   ＜０１年４月＞    日本シリカ工業の省エネタイヤ向けシリカ専用製造設備新設          
 
   ＜０１年５月＞    光磁気ディスク事業撤退、生産子会社の 

              東ソー・エレクトロニクスを解散 
 
   ＜０１年９月＞    オルガノの株式を追加取得し連結子会社化 

                     （３８．２ → ４０．７％） 
 
   ＜０１年１０月＞   ポリウレタン原料の製造・販売会社である 

              日本ポリウレタン工業の株式を追加取得（２６．７ → ３５．０％） 
 
   ＜０１年１１月＞   富山工場の合成ゼオライト、体外診断薬の製造部門を分社し、 

              東ソー・ゼオラム、東ソー・エイアイエイで事業開始 
 
              各種有機フッ素化合物の製造・販売会社であるエフテックを 

             完全子会社化 （５０．０ → １００．０％） 
 
   ＜０２年 ５月＞    燐化学工業の赤リン系難燃剤の生産能力増強 

                    （３００ → ７００トン／年） 
 
 
 
 
 
 
 （２）海外 
 
   ＜０１年４月＞    塩化ビニル樹脂の製造・販売会社である 

              フィリピン・レジンズ・インダストリーズ，Ｉｎｃ．の株式を 

              追加取得（２５．５ → ５０．０％） 
 
   ＜０１年６月＞    トーソー・クォーツ（台湾）の石英加工工場完工 
 
   ＜０１年９月＞    スパッタリングターゲットの製造・販売会社である 

             トーソー・ＳＭＤコリアを完全子会社化 

             （６６．７ → １００．０％） 

 



事業セグメント別連結売上高

２００１年度実績 対 ２０００年度実績比較 （単位：億円）

２００１年度 ２０００年度

金額 金額 数量差 価格差

オ レ フ ィ ン ７６１ ８４７ △８６ △３９ △４７ 

ポ リ マ ー ４０４ ４２８ △２４ △２４ ０ 

計 １，１６５ １，２７５ △１１０ △６２ △４８ 

連 結 子 会 社 計 ６５ ７０ △６ △５ ０ 

小　　　　計 １，２３０ １，３４５ △１１５ △６７ △４８ 

化 学 品 ７０３ ７５９ △５６ △２７ △２９ 

セ メ ン ト １２６ １３８ △１２ △６ △６ 

計 ８２９ ８９７ △６８ △３３ △３５ 

連 結 子 会 社 計 ４８０ ５８５ △１０６ △４９ △５７ 

小　　　　計 １，３０８ １，４８２ △１７４ △８２ △９２ 

有 機 化 成 品 １５４ １４９ ４ △２ ６ 

科 学 計 測 ６２ ６８ △６ △６ △１ 

機 能 材 料 ･ 石 英 １５４ ２０３ △４９ △４１ △８ 

計 ３７０ ４２１ △５１ △４８ △３ 

連 結 子 会 社 計 ９６６ ５５０ ４１７ ３６５ ５２ 

小　　　　計 １，３３７ ９７１ ３６６ ３１７ ４９ 

サービス（連結子会社） 小　　　　計 ４００ ４６４ △６４ △６４ ０ 

東 ソ ー ２，３６４ ２，５９３ △２２９ △１４４ △８５ 

連 結 子 会 社 １，９１１ １，６６９ ２４２ ２４７ △５ 

合　　　　計 ４，２７５ ４，２６２ １３ １０３ △９０ 

（注）億円未満は四捨五入

２００２年度予想 対 ２００１年度実績比較

２００２年度(予想) ２００１年度

金額 金額 数量差 価格差

オ レ フ ィ ン ７０９ ７６１ △５２ △４１ △１１ 

ポ リ マ ー ４１２ ４０４ ８ １７ △９ 

計 １，１２１ １，１６５ △４５ △２４ △２０ 

連 結 子 会 社 計 ６７ ６５ ２ ３ △１ 

小　　　　計 １，１８７ １，２３０ △４３ △２１ △２１ 

化 学 品 ７５３ ７０３ ５０ △２０ ７０ 

セ メ ン ト １１５ １２６ △１１ △４ △６ 

計 ８６８ ８２９ ３９ △２４ ６４ 

連 結 子 会 社 計 ５４１ ４８０ ６１ ５０ １１ 

小　　　　計 １，４０９ １，３０８ １０１ ２６ ７５ 

有 機 化 成 品 １５２ １５４ △２ １ △３ 

科 学 計 測 ６７ ６２ ４ ３ １ 

機 能 材 料 ･ 石 英 １５６ １５４ ２ １２ △１１ 

計 ３７４ ３７０ ４ １７ △１３ 

連 結 子 会 社 計 １，３２３ ９６６ ３５７ ３６３ △７ 

小　　　　計 １，６９８ １，３３７ ３６１ ３８１ △２０ 

サービス（連結子会社） 小　　　　計 ４０６ ４００ ６ ６ ０ 

東 ソ ー ２，３６３ ２，３６４ △１ △３１ ３０ 

連 結 子 会 社 ２，３３７ １，９１１ ４２６ ４２３ ４ 

合　　　　計 ４，７００ ４，２７５ ４２５ ３９１ ３４ 

（注）億円未満は四捨五入

東　　ソ　　ー

東　　ソ　　ー

東　　ソ　　ー

東　　ソ　　ー

石
油
化
学

基
礎
原
料

機
能
商
品

増  減  要  因

増  減  要  因

石
油
化
学

基
礎
原
料

機
能
商
品

増    減

増    減

東　　ソ　　ー

東　　ソ　　ー

資料３



東ソー単独  部門別売上高

２００１年度実績 対 ２０００年度実績比較 （単位：億円）

２００１年度 ２０００年度

金額 金額 数量差 価格差

オ レ フ ィ ン ７８３ ８７２ △８９ △４１ △４７ 

ポ リ マ ー ４８６ ５２０ △３３ △３３ ０ 

計 １，２６９ １，３９１ △１２２ △７５ △４８ 

化 学 品 ９０５ １，００３ △９８ △３２ △６５ 

セ メ ン ト １２６ １３８ △１２ △６ △６ 

計 １，０３１ １，１４１ △１１０ △３８ △７１ 

有 機 化 成 品 ２１６ ２０８ ９ ０ ９ 

科 学 計 測 １１２ １０４ ９ ２ ６ 

機 能 材 料 ･ 石 英 ２００ ２５３ △５３ △４２ △１０ 

計 ５２９ ５６５ △３５ △４１ ５ 

合　　　　計 ２，８３０ ３，０９７ △２６７ △１５３ △１１４ 

（注）億円未満は四捨五入

２００２年度予想 対２００１年度実績比較

２００２年度(予想) ２００１年度

金額 金額 数量差 価格差

オ レ フ ィ ン ７３０ ７８３ △５３ △４２ △１１ 

ポ リ マ ー ４８８ ４８６ １ １０ △９ 

計 １，２１７ １，２６９ △５２ △３２ △２０ 

化 学 品 １，０２４ ９０５ １１９ ４６ ７３ 

セ メ ン ト １１５ １２６ △１１ △４ △６ 

計 １，１４０ １，０３１ １０８ ４２ ６６ 

有 機 化 成 品 ２０９ ２１６ △７ △４ △３ 

科 学 計 測 １１７ １１２ ５ １ ３ 

機 能 材 料 ･ 石 英 ２１７ ２００ １６ ２７ △１１ 

計 ５４３ ５２９ １４ ２４ △１０ 

合　　　　計 ２，９００ ２，８３０ ７０ ３４ ３６ 

（注）億円未満は四捨五入
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事業セグメント別 連結営業利益

２００１年度実績 対 ２０００年度実績比較 （単位：億円）

２００１年度 ２０００年度

金額 金額

東 ソ ー ４０ ６１ △２１ 

連 結 子 会 社 ０ １ △１ 

連 結 調 整 １０ ９ ２ 

計 ５０ ７１ △２０ 

東 ソ ー △６ ５９ △６５ 

連 結 子 会 社 △１６ ３ △１９ 

連 結 調 整 １３ １０ ４ 

計 △９ ７１ △８０ 

東 ソ ー ５７ ４６ １１ 

連 結 子 会 社 ３２ ５９ △２７ 

連 結 調 整 ４ ０ ４ 

計 ９３ １０５ △１１ 

連 結 子 会 社 １６ ２４ △８ 

連 結 調 整 ６ ５ １ 

計 ２２ ２９ △７ 

東 ソ ー ９１ １６６ △７５ 

連 結 子 会 社 ３２ ８７ △５５ 

連 結 調 整 ３３ ２３ １１ 

合　　　　計 １５６ ２７６ △１１９ 

（注）億円未満は四捨五入

２００２年度予想 対 ２００１年度実績比較

２００２年度(予想） ２００１年度

金額 金額

東 ソ ー ６０ ４０ ２０ 

連 結 子 会 社 ０ ０ ０ 

連 結 調 整 ８ １０ △３ 

計 ６８ ５０ １７ 

東 ソ ー ７４ △６ ８０ 

連 結 子 会 社 １０ △１６ ２６ 

連 結 調 整 ９ １３ △５ 

計 ９３ △９ １０２ 

東 ソ ー ６５ ５７ ８ 

連 結 子 会 社 ７７ ３２ ４４ 

連 結 調 整 △１ ４ △５ 

計 １４１ ９３ ４７ 

連 結 子 会 社 １４ １６ △２ 

連 結 調 整 ５ ６ △１ 

計 １９ ２２ △３ 

東 ソ ー ２００ ９１ １０９ 

連 結 子 会 社 １００ ３２ ６９ 

連 結 調 整 ２０ ３３ △１４ 

合　　　　計 ３２０ １５６ １６４ 

（注）億円未満は四捨五入   
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